
参考資料３

推進方針
掲載ページ 条文 規定内容 № 取組名 取組の内容 担当課

令和３年度に改善策として
記載された内容

令和３年度課題の改善策の結果 令和４年度に実施した取組 課題 改善策

Ｐ２２ 第７条 事業者の責務 １ 法令や条例等に基づく規制、誘導又は指導の実施

良好な自然環境や社会環境（住環境、景観、地域のつながり、
文化など）を形成又は保持するため、法令や条例等に基づき、
対象となる事業活動等に対し規制、誘導又は適切な指導を行い
ます。

事業活動等に対する規制、誘導又は指
導を実施する課
（行政総務課）

Ｐ２２ 第７条 事業者の責務 ２ 地域社会との調和を図る事業者の取組への支援

地域における社会環境（住環境、景観、地域のつながり、
文化など）や自然環境との調和を図る事業者の自治活動へ
の取組を支援（取組への啓発、取組事例に関する情報提
供、取組の市民への紹介など）します。

全ての課
（行政総務課）

Ｐ２３ 第８条 議会の責務 ３ 充実した討議の推進

茅ヶ崎市議会基本条例の趣旨に基づき、一般質問において
は、一問一答方式（選択制）を適切に運用するとともに、
重複質問を議員間で調整することにより、重層的な質問を
推進します。
また、政策討議（常任委員会ごとにテーマを設定し、調査
研究、委員間討議等を経て、最終的に政策提言等を行って
いく取組）、委員会での委員間の討議など議会における討
議を充実させるための仕組みを活用し、充実した討議を推
進します。

議会事務局
重複質問の調整の実績を踏まえ、改善が
必要な場合は、適宜検討を行います。

仮通告制度の導入により、重複質問調整
が従来よりも容易になりました。

令和３年度に引き続き、一般質問において、一
問一答方式がより適切な運用となるよう適宜協
議の場を設け、改めて議員間の認識の共通化を
図りました。
また、仮通告制度の導入により重複質問の調整
が容易になったことで、重層的な質問の更なる
推進を図りました。
政策討議については、常任委員会ごとに設定し
たテーマに沿って、調査研究や委員間討議など
を行い、最終的に本市議会から市長に政策提言
書を提出しました。

Ｐ２３ 第８条 議会の責務 ４ 議会の権能の適切な行使の推進

条例制定、市長等の事務執行の監視、政策提言など議会に
付与された権能を適切に行使するため、それに資する議員
研修の充実、議会図書室の充実、政務活動費を有効活用し
ての研修等への積極的な参加及び議会事務局の機能の充実
を図ります。
また、条例制定や政策提言につながる取組として、茅ヶ崎
市議会基本条例の規定に基づき、政策討議に継続的に取り
組みます。

議会事務局

議員の意向も踏まえつつ、コロナ禍にお
いても実施可能な手法も視野に入れ、議
員研修の内容及び実施手法を検討しま
す。

議員の意向により、議員研修の実施を見
送りましたが、次年度以降については、
コロナ禍においても実施可能な手法も視
野に入れ、議員研修の内容及び実施手法
を検討する必要があります。

コロナ禍の中、感染症対策をしっかりと講じた
上で、2年ぶりに議員研修会を行いました。ま
た、オンラインによる研修についても積極的に
議員に周知を行いました。
また、限られた予算の中で、近年クローズアッ
プされているＤＸやＩＣＴに関する書籍を購入
するなど議会図書室の充実を図りました。
なお、継続的な政策討議の取り組みについて
は、充実した討議の推進に記載したとおりで
す。

限られた予算の中で、議会に付与された権
能を適切に行使するため、議会事務局の機
能の充実を図る必要があります。

議員の意向も踏まえつつ、
限られた予算の中で優先順
位を定め、取り組む必要が
あります。

Ｐ２３ 第８条 議会の責務 ５
市民参加の推進
(※別シート①)

茅ヶ崎市議会基本条例の規定に基づき、議会報告会及び意
見交換会を定期的に開催するとともに、運営方法の検証や
改善に取り組みます。
また、請願・陳情の審査に当たり、請願者・陳情者から趣
旨説明の申出があったときは、委員会での審査中に趣旨説
明の機会を設けます。

議会事務局

意見交換会は対面での実施を想定してい
るため、新型コロナウイルス感染症の影
響により中止となる可能性があります
が、感染状況を見極めたうえで、できる
限り安全に開催できるように感染症対策
を講じるとともに市民への分かりやすい
情報発信に努めます。

コロナ禍の中、感染症対策をしっかりと
講じた上で、対面方式で意見交換会（ア
ロハトーク）を実施しました。
また、幅広い市民への参加を促すため広
報紙、デジタルサイネージ、ホームペー
ジなど様々な媒体を通じ、情報発信を行
いました。

意見交換会については、従来のグループワーク
方式からワールドカフェ方式に手法を変更し、
実施しました。
また、幅広い市民への参加を促すため広報誌、
デジタルサイネージ、ホームページなど様々な
媒体を通じ、情報発信を行いました。
請願・陳情の審査にあたっては、請願者・陳情
者から趣旨説明の申出があったときは、委員会
での審査中に趣旨説明の機会を設けて市民参加
の推進を図りました。

意見交換会について、手法をワールドカ
フェ方式に変更することで、より市民の方
が意見交換しやすい環境の構築を行いまし
たが、さらに幅広い市民の方に参加いただ
けるように情報発信等も含め、取り組んで
いくことが課題となっております。

幅広い市民の方に参加いた
だけるように、まずは市民
の方に知っていただけるよ
うに、情報発信の手法につ
いて、検討を行います。

Ｐ２３ 第８条 議会の責務 ６
広報・広聴活動の推進
(※別シート①)

議会だより、本会議・委員会のインターネット中継、議会
ホームページ、議会報告会、意見交換会その他の媒体や機
会を活用し、広報・広聴活動の充実を図ります。

議会事務局

紙媒体の取組みとしては、年に４回の定例会毎
に議会だよりを発行して定例会での審議内容や
議会に関する情報を広く市民に広報しました。
電子媒体では、本会議・委員会のインターネッ
ト中継及び録画配信を行ったほか、ホームぺー
ジやＳＮＳ、デジタルサイネージ等を利用して
情報発信に努めました。
議会報告会については、対面で実施する代替手
段として、茅ヶ崎市議会YouTubeチャンネルを活
用し、 議会報告に関する動画をＷＥＢ配信しま
した。

次年度以降は、議会だよりがタブロイド版
に変更となることから、様々な調整が必要
になります。

改善が必要な場合は、適宜
検討を行います。

Ｐ２５ 第１０条 市長の責務 ７ 地域の抱える課題や市民の意見及び要望の把握
市が計画等を策定する際の意見交換会や説明会、地域の市
民集会等により、対話を通じて市の考え方を伝えるととも
に、地域の課題や市民の要望等の把握に努めます。

秘書広報課
対面や書面等の様々な機会等を捉えて、市の考
え方を伝えるとともに、地域の課題等の把握に
努めました。

Ｐ２５ 第１０条 市長の責務 ８ 市長会その他都市関係会議等への参加
地域課題の解決や市民の要望等を踏まえた市政運営の実現
をめざし、先進事例の取組の把握や情報収集、国及び県へ
の要望活動を行うため、市長会等への会議に参加します。

秘書広報課
市長会や関係機関等の会議に参加し、情報収集
や国県への要望活動等を行いました。

Ｐ２５ 第１０条 市長の責務 ９ 透明性のある市政運営及び政治倫理の向上

市長の日々の動向や交際費の支出状況を公開し、透明性の
ある開かれた市政運営を行うとともに、自己の保有する資
産等を定められた時期に公開することで、政治倫理の向上
に努めます。

秘書広報課

市長の日々の動向は、日ごとに市ホームページ
と神奈川新聞に掲載しており、交際費の支出状
況は、月ごとに市ホームページ上で公開いたし
ました。また、自己の保有する資産等を「茅ヶ
崎市長の資産等の公開に関する条例」に基づき
定められた時期に公開いたしました。

Ｐ２５ 第１０条 市長の責務 １０ 特定の政策課題についての調査研究及び調整
緊急性、重要性が高い特定の政策課題について、情報収集
や調査研究を行い、行政施策の方向性を定めるための総合
的な調整を行います。

総合政策課
（企画経営課）

様々な状況に対応するため、平時より、
先進事例等を参考とした様々な政策の立
案を促進します。

先進自治体の事例を参考にしながら本市
に必要な政策に落とし込み、政策を実行
しました。

新型コロナウイルス感染症対策に関して、コロ
ナ禍を乗り越えるまでのフェーズを意識し、庁
内調整を行い、必要な取り組みに優先順位を付
け、政策を推進しました。また、コロナ禍によ
るエネルギー・食料品等価格高騰対策に関し
て、生活者支援・事業者支援の双方の視点から
庁内調整を行い、効果的な取り組みを推進しま
した。
デジタル実装を通じた地域の課題解決を目的と
して、デジタル田園都市国家構想推進交付金の
活用について、先進事例を参考とするととも
に、庁内調整を行い、都市づくり情報プラット
フォームの構築や障がい者支援アプリ等の取り
組みを実施しました。

緊急性、重要性が高い政策課題について
は、即応性が求められるため、短い期間で
政策を立案し実施する必要があります。

様々な状況に対応するた
め、平時より、先進事例等
を参考とした様々な政策の
立案を促進します。

取組確認シート２　「条例に規定された事項を推進するための取組」及び「取組の状況」



推進方針
掲載ページ 条文 規定内容 № 取組名 取組の内容 担当課

令和３年度に改善策として
記載された内容

令和３年度課題の改善策の結果 令和４年度に実施した取組 課題 改善策

Ｐ２５ 第１０条 市長の責務 １１
職員の育成
(※別シート②）

地域の課題及び市民の多様な意見に的確に対応するために
必要となる知識及び能力を持った職員の育成に努めます。

職員課
オンラインでの研修も実施しながら各階
層に求められる知識やスキルの習得を目
指した研修を実施します。

オンラインの研修を一部導入しました。 令和５年３月に「茅ヶ崎市職員の人材育成基本
方針」を改定しました。

改定後の人財育成基本方針の職員への浸
透、改定後の人財育成基本方針を踏まえた
各種人事制度等の見直し、職員の資質向上
に向けた学び（直し）の機会の拡大が必要
です。

各階層別研修において人財
育成基本方針の内容を説明
するとともに、人事評価制
度の見直し、職員のキャリ
ア形成に関する意向を踏ま
えた配置管理、研修カリ
キュラムの見直し、必要な
研修を必要なタイミングで
受講できる環境整備に取り
組みます。また、各所属で
の人財育成を着実に推進す
るため、課長職の人財マネ
ジメント能力向上のための
研修を実施するとともに、
担当者による管理職のマネ
ジメント点検を実施しま
す。

Ｐ２５ 第１０条 市長の責務 １２ 施政方針の公表

行政運営の基本方針である＊施政方針を自治基本条例第１
０条第４項の規定に基づき公表する旨の一文を加え、毎年
度（新たな年度が始まる前）公表します。
＊　市長の市政運営に対する基本的な考えや予算及び施策
の概要を示すもの

総合政策課
（企画経営課）

より広く市民に周知するための広報手法
を検討してまいります。

市民への広報手法を検討した結果、市
ホームページや広報紙への掲載と各施設
への配架が適していると判断し実施しま
した。

令和５年度施政方針を策定し、令和5年第1回市
議会定例会にて市長が演説を行うとともに、市
ホームページや広報紙への掲載、各施設での配
架を行うことで、広く市民へ公表しました。

施政方針の内容について、わかりやすく市
民にお知らせする必要があります。

市ホームページや広報紙へ
の掲載等において、市民が
理解しやすい内容となるよ
う工夫します。

Ｐ２７ 第１１条 職員の責務 １３
自治基本条例の職員への周知
(※別シート③)

職員が自治基本条例を遵守し、条例にのっとった取組がで
きるよう、職員に対する研修を行います。

行政総務課
ＯＪＴなどを通じ研修で得た知識を実践
に生かせるようにします。

階層別研修実施の際に、学んだ知識を実
務に活かすことを伝えました。

令和４年４月及び１０月に新採用研修を、令和
５年２月に監督職研修を、令和４年７月及び令
和５年３月に実務担当者を実施しました。
また、全課かい宛てに自治基本条例に関する通
知を年間を通して継続的に発出することで、職
員の意識啓発を図りました。

職員に自治基本条例が浸透するよう、継続
的な意識啓発が必要です。

職員に自治基本条例がより
浸透するよう、効果的な手
法の検討を行い、実行しま
す。

Ｐ２７ 第１１条 職員の責務 １４ 服務の宣誓

地方公務員法第３１条の規定に基づく茅ヶ崎市職員の服務
に関する条例により、職員の採用時において公務を民主的
かつ能率的に運営すべき責務等を自覚させるため、宣誓を
行います。

職員課
新規採用の職員全員が採用時に宣誓書を提出し
ました。

日々の業務遂行において宣誓内容を意識し
ながら業務にあたることが必要です。

宣誓書の提出と合わせ、写
しを本人に配付します。

Ｐ２７ 第１１条 職員の責務 １５
職員の自己併発に対する支援
(※別シート③)

職員の能力開発の基本である自己啓発を奨励し、自ら学ぶ
環境づくりに努めるとともに、自己啓発の成果が出せるよ
う支援を行います。

職員課
職員が自ら学ぶことのできる学習機会の
拡大を図ります。

オンラインの研修を一部導入しました。
キャリアを考える研修を実施するととも
に、学びを生かす場として研修に派遣し
た職員を庁内研修の講師として活用しま
した。

オンラインでの研修を本格導入（YouTubeでの研
修動画の配信開始）することで、いつでも視聴
できる環境を整備しました。また、採用１０年
目職員を対象としたキャリアデザイン研修、主
査級職員を対象とした職場での学び合いを促進
するOJT研修を実施するとともに、早稲田大学マ
ニフェスト研究所人材マネジメント部会や市町
村アカデミーの研修等に派遣した職員を講師と
した庁内研修を実施しました。

職員のスキルアップを効果的に実施するた
め、職員同士で学び合う職場環境づくりを
引き続き進める必要があります。また、職
員の自発的な成長を促すため、職員のキャ
リア形成意識を高める必要があります。

より効果的に職員の成長に
つながるよう人事評価制度
を見直します。また、人事
評価面談の充実、人事異動
に関する意向調査の改善等
により、職員が自身のキャ
リアに対する考える機会を
より創出します。

Ｐ２７ 第１１条 職員の責務 １６ 学習する風土づくりの推進
職員一人ひとりの学習意欲を高めていくために効果的な職
場全体での学習風土づくりを推進します。

職員課
各職場でのOJT（職場内研修）の推進を
します。

職場研修の手引きを周知するとともに、
主査級職員を対象としたOJT研修や新採
用職場指導員向けの研修を実施すること
で職場内研修を推進しました。

各所属における学び合いを促進するため、新採
用職員に対する職場指導員の任命や、各所属に
おいてOJTの中心的役割を担う主査級職員への
OJT研修の実施、管理監督職向けのマネジメント
研修を実施することで、OJT（職場内研修）の実
施を推進しました。

人材育成を組織全体で効果的に進めるた
め、職員の人材育成に対する意識を向上さ
せる必要があります。

所属長による人財マネジメ
ントの強化、人事評価との
連動を図ることで、各所属
における各所属における人
財育成の取組を強化しま
す。

Ｐ２７ 第１１条 職員の責務 １７ 部局横断的な検討組織
地域の課題解決や市民サービスの向上を図るため、必要に
応じて部局横断的な検討組織を設置します。

全ての課
（行政総務課）

Ｐ３１ 第１３条 説明責任 １８
情報公開制度の適正な運用
(※別シート④)

市政を市民に説明する責務を全うするため、行政文書の公
開を請求する権利を定めた茅ヶ崎市情報公開条例の規定に
基づき、行政文書を公開します。

行政総務課
情報公開請求について、行政文書の適正
な作成及び管理を踏まえた研修等を実施
し、職員への意識啓発を図ります。

行政文書の管理と情報公開請求の関係に
ついて、文書法務課等と合同で研修を実
施し、職員の意識啓発を図りました。

情報公開請求を受ける際、請求者が知りたい情
報は何かを丁寧に聞き取り、文書の特定を行い
ました。
また、情報公開条例に基づく公開、非公開の判
断について、庁内統一的な運用ができるよう、
文書保有課と調整を行い、判断が難しいものに
ついては、他市町村の答申や判例を検索し、対
応しました。
文書法務課及び文化生涯学習課と合同実施した
研修で、行政文書公開請求に関する研修を実施
しました。

公開、非公開の判断について、庁内統一的
な運用のための仕組が必要です。

判断事例集を作成し、共有
することで、庁内統一的な
運用ができるようにしま
す。

Ｐ３１ 第１３条 説明責任 １９ 特定歴史公文書等利用制度の適正な運用

市の有する諸活動を現在及び将来の市民に説明する責務を
全うするため、特定歴史公文書等の利用を請求する権利を
定めた茅ヶ崎市公文書等管理条例の規定に基づき、特定歴
史公文書等を市民の利用に供します。

文化推進課
（文化生涯学習課）

市民の利用を促進するための周知を図り
ます。

市民等による特定歴史公文書等の利用請
求がありました。

市民の利用に供するため、目録の整備及び公開
をすすめました。
また、市民ふれあいプラザで特定歴史公文書等
に関する展示を実施しました。

市民の利用を図ることです。
市民の利用を促進するため
の周知を図ります。

Ｐ３１ 第１３条 説明責任 ２０
パブリックコメント手続きの実施
(※別シート④)

条例又は政策等の案を公表して広く市民に意見を求め、提
出された意見の概要及びこれに対する市の考え方を公表し
ます。

市民自治推進課
条例又は政策等の案を公表して広く市民に意見
を求め、提出された意見の概要及びこれに対す
る市の考え方を公表しました。

Ｐ３３ 第１４条 情報共有 ２１
市政情報の公表及び提供
(※別シート⑤)

茅ヶ崎市情報公開条例に基づき公開手続を適正に行うとと
もに、市政情報を公表し、又は提供します。

行政総務課
計画の策定や変更、条例の改廃等の情報
を把握し、担当課と公表一覧表に掲載す
る時期について事前に協議を行います。

計画の策定や変更、条例の改廃等の情報
を把握し、担当課と公表一覧表に掲載す
る時期について事前に協議を行いまし
た。

「市政情報の公表及び提供の推進に関する要
綱」に基づき、「市政情報公表一覧表」を年４
回公表しました。

「市政情報公表一覧表」に掲載すべき情報
に洩れのないよう、情報の把握が必要で
す。

引き続き、関係課との情報
共有を図り、情報把握に努
めます。

Ｐ３３ 第１４条 情報共有 ２２ 市政情報コーナーの充実
市役所本庁舎１階に市政情報コーナーを設置し、資料の収
集、閲覧及び貸出等を行うとともに、一部刊行物を有償で
頒布します。

行政総務課

市政情報コーナーの利便性を高めるた
め、行政資料を発行したときは市政情報
コーナーで配架していただくことについ
て、周知を図ります。

市政情報コーナーで配架が必要だと思わ
れる資料等について、各課かいと調整を
行いました。

市政情報コーナーに配架している約１，５００
タイトルの行政資料を容易に検索できるよう目
録を作成し、資料や棚を色で分類する等、分か
りやすい配架に努めました。
また、専属の職員を配置し、市民からの各種問
い合わせに対応しました。

資料の電子化が進む中、市政情報コーナー
の資料の在り方についても検討が必要で
す。

関係課と協議し、将来的な
市政情報コーナーの在り方
について検討を行います。

Ｐ３３ 第１４条 情報共有 ２３ 広報媒体へのニーズに合わせた情報の掲載

広報紙、市ホームページへの掲載等により市政情報を公
表、提供します。各職員が担当する事業をＰＲするにあた
り、広報を戦略的に推進するためのガイドラインを念頭に
置き、それぞれのターゲットを絞って、①発信する情報の
内容②表現方法③発信する広報媒体－などの使い分けを意
識するよう努めます。

広報シティプロモーション課
（秘書広報課）

情報感度を高め、ニーズの把握に努める
とともに、受け手に合わせた適切な媒体
での発信に取り組みます。

新型コロナ関連の情報等、担当課かいと
連携しつつ、受け手に合わせた適切な発
信を実施しました。

受け手のニーズに合わせたきめ細かい情報発信
が可能になるよう、LINEのセグメント配信を導
入し運用を開始しました。

各広報媒体の活性化（利用者の増加、定期
的な発信等）を図ります。

適切な周知、庁内の情報発
信の支援を行います。



推進方針
掲載ページ 条文 規定内容 № 取組名 取組の内容 担当課

令和３年度に改善策として
記載された内容

令和３年度課題の改善策の結果 令和４年度に実施した取組 課題 改善策

Ｐ３３ 第１４条 情報共有 ２４
附属機関等の会議の公開
(※別シート⑤)

市民の知る権利を尊重し、公正で開かれた市政を推進する
ため、非公開情報の審議等を行う場合等を除き、附属機関
等の会議を公開します。

行政総務課

開催方法が変更になった場合は、即時に
公表内容を変更するとともに、変更した
旨を併記し、変更となったことを分かり
やすく情報提供するよう努めます。

開催方法が変更になった場合は、変更し
た旨を併記し、変更となったことを分か
りやすく情報提供しました。

自治基本条例第１４条第３号及び茅ヶ崎市附属
機関及び懇談会等の設置及び会議の公開等運営
に関する要綱に基づき、会議を公開しました。
市民に対しては、公開で行う会議を傍聴できる
よう、市ホームページ等で会議の開催日時等を
会議当日の２週間前から公表しました。
コロナ禍で対面での会議が開催できず、書面で
の報告とした案件についても、会議資料及び委
員からの意見等について市ホームページ等で公
開をしました。

ＷＥＢ会議について、公開会議のみ開催可
能としており、茅ヶ崎市情報公開条例第２
０条各号の規定に基づき、非公開・一部非
公開とする会議は、ＷＥＢ会議を開催でき
ないことについて、検討する必要がありま
す。

関係各課（総合政策課、デ
ジタル推進課）と、今後の
対応について協議します。

Ｐ３５ 第１５条 情報の管理等 ２５ 行政文書及び特定歴史公文書等の適正・適切な管理
茅ヶ崎市公文書等管理条例に基づき、行政文書を適正に管
理し、及び特定歴史公文書等を適切に保存します。

文書法務課・文化推進課（文化生涯学
習課）

中止した研修の一部については令和４年
に実施します。
研修等を通じて行政文書の適正な管理が
されるようにします。（文書法務課）
関係課かいである、行政総務課・文書法
務課と連携し、継続的な研修を実施しま
す。（文化生涯学習課）

令和４年５月に令和３年度に中止した研
修の一部を実施しました。また、自己点
検において達成割合が低かった項目につ
いて、達成割合を上げることができまし
た。（文書法務課）
研修等を通じて、特定歴史公文書等の利
用方法などについて理解が広がりまし
た。（文化生涯学習課）

研修については対象者を変えて、６回（令和４
年４月、５月、１０月、令和５年２月、３月）
実施しました。そのほか行政文書の保管状況の
調査を行う（令和４年１１月）とともに、行政
文書の管理状況について自己点検を行いました
（令和５年２月）。（文書法務課）
職員研修や通知などを通して、庁内の周知を図
り、適切な保存・利用をすすめました。（文化
生涯学習課）

市政が適正かつ効率的に運営されるように
するとともに、市の諸活動について説明責
任を果たせるようにするため、行政文書の
適正な管理が必要とされます。（文書法務
課）
歴史公文書等の選別の醸成を図ることで
す。（文化生涯学習課）

行政文書の適正な管理をさ
らに推進するため、引き続
き研修と自己点検を実施し
ていきます。（文書法務
課）
関係課かいと連携し、継続
的な研修や、通知等を実施
していきます。（文化生涯
学習課）

Ｐ３５ 第１５条 情報の管理等 ２６
個人情報保護制度の適正な運用
(※別シート⑥)

個人情報の保護に関する法律等に基づき、個人情報の漏え
い、滅失及び毀損の防止を図る等、個人情報を適切に管理
します。

行政総務課
職員研修や庁内通知により、職員への注
意喚起を定期的に行い、職員の意識啓発
を行います。

個人情報の取扱いや漏えい等の事故につ
いて、職員研修や庁内通知による職員へ
の注意喚起を定期的に行いました。

令和４年４月及び１０月に新採用研修を、令和
５年２月に危機管理研修を、令和５年３月に個
人情報保護法改正に係る説明会を実施しまし
た。
また、全課かい宛てに漏えい事故等に関する注
意喚起通知を適宜発出することで、職員の意識
啓発を図りました。

令和５年４月１日より本市の個人情報保護
制度が法に基づき運用されることから、改
めて個人情報保護について職員への意識付
けが必要です。

法に基づく個人情報の取扱
いについて、職員研修や庁
内通知による職員への注意
喚起や周知を定期的に行
い、意識啓発を行います。

Ｐ３５ 第１５条 情報の管理等 ２７ 情報セキュリティ対策の充実
茅ヶ崎市情報セキュリティ基本方針及び茅ヶ崎市情報セ
キュリティ対策基準に基づき情報セキュリティ対策の充実
に努めます。

デジタル推進課
（情報推進課）

最新のＩＣＴや情報セキュリティについ
ての情報収集を常に行い、必要な対策を
実施していきます。

最新のインシデント事例を踏まえ職員向
けに動画研修を行い、セキュリティリテ
ラシーの向上に努めました。

セキュリティ研修情報セキュリティ対策基準の
改正し、更なるセキュリティ対策の充実を行い
ました。

日々更新される最新技術への対応が課題と
なります。

引き続き最新技術を調査研
究を行ってまいります。

Ｐ３７ 第１６条 市民参加 ２８
市民参加手続の適正な運用
(※別シート⑦)

茅ヶ崎市市民参加条例に基づき、「職員のための市民参加
手続ガイド」や職員研修等を通じて、職員一人一人の意識
向上と、意見の扱い方、提案者への返答などを含めた、市
民参加手続の統一的な運用に努めます。

市民自治推進課

茅ヶ崎市市民参加条例に基づき、「職員のため
の市民参加手続ガイド」や職員研修等を通じ
て、職員一人一人の意識向上と、意見の扱い
方、提案者への返答などを含めた、市民参加手
続の統一的な運用に努めました。

Ｐ３７ 第１６条 市民参加 ２９ 市民参加の推進・啓発

茅ヶ崎市市民参加条例に基づき、市民参加に関する情報の
発信にあたっては、受け手のニーズに合わせて多様な媒体
を用いることを検討し市民参加の機会の周知を図ります。
また、インターネット、ソーシャルメディアを用いた市民
参加の機会の充実に取り組みます。

市民自治推進課

茅ヶ崎市市民参加条例に基づき、市民参加に関
する情報の発信にあたっては、受け手のニーズ
に合わせて多様な媒体を用いることを検討し市
民参加の機会の周知を図りました。
また、インターネット、ソーシャルメディアを
用いた市民参加の機会の周知等に取り組みまし
た。

Ｐ３９ 第１７条 政策法務 ３０ 政策法務の推進
職員の政策法務能力の向上を図るため、研修を実施しま
す。

文書法務課
研修の開催方法等を工夫し、実施しま
す。

令和４年９月、令和５年２月に研修を実
施しました。

弁護士資格を有する特定任期付職員を講師とし
て、法務研修会２回を開催しました。庁内にお
ける法律相談の事例を踏まえた内容とすること
により、実践的な政策法務能力の向上を図りま
した。

地域の課題解決のため、法令の適切な解釈
及び運用並びに条例、規則等の立案が必要
となることから、政策法務能力の向上が必
要となります。

法務研修会を継続して実施
し、汎用性の高い相談事例
や課題解決に向けた考え方
の庁内共有を図ります。

Ｐ３９ 第１７条 政策法務 ３１ 条例（案）、規則（案）等の審査
条例、規則等の制定改廃に当たり、その内容が、法令等と
の関係において適当か、適切に表現されているか、自治基
本条例の趣旨に照らして問題はないかなどを審査します。

文書法務課

条例、規則等の制定改廃に当たり、各案の審査
を随時適切に実施しました。（令和４年実績：
条例４５件、規則６１件、告示３件、訓令１０
件）

市民からの信頼ある行政運営のためには、
条例、規則等が適切なものである必要があ
ります。

条例（案）、規則（案）等
の審査を通じて、これらに
ついて有効性、効率性、適
法性、自治基本条例の趣旨
との適合性等を確保しま
す。

Ｐ４０ 第１８条 総合計画等 ３２ 総合計画の進行管理
令和３年度を始期とする総合計画に掲げる将来の都市像及
び政策目標の実現に向けて進行管理を行います。

総合政策課
（企画経営課）

策定を延期した前期実施計画を策定しま
す。

将来の都市像及び政策目標を実現するた
め、令和５年度から７年度を計画期間と
する実施計画２０２５（前期実施計画）
を策定しました。

将来の都市像及び政策目標を実現するために、
重点戦略や施策目標の設定及び実施計画事務事
業の位置づけを行い、令和５年度から７年度を
計画期間する実施計画２０２５（前期実施計
画）を策定しました。

実施計画２０２５は、前総合計画における
実施計画と計画の体系、目標や指標の設
定、事務事業の位置付け等が異なるため、
新たに進行管理と評価の手法を検討する必
要があります。

社会情勢の変化等に対応す
るための事務事業の見直し
（レビュー）等を通じて課
題を整理し、進行管理及び
評価の手法を整理します。

Ｐ４０ 第１８条 総合計画等 ３３ 総合計画の在り方に関する議論

平成２３年の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の改
正により、基本構想の策定義務が廃止されていることや、
市民意識を踏まえ、本市にとってふさわしい総合計画の在
り方について議論していきます。

総合政策課
（企画経営課）

総合計画審議会等の機会を的確に捉え、
有識者や市民との双方向のコミュニケー
ションを重ねることで、本市にふさわし
い総合計画の在り方を議論します。

実施計画２０２５（前期実施計画）の策
定にあたり、総合計画審議会等の委員で
ある有識者や市民との議論に加え、オー
プンハウス（展示型の自由意見提案会）
やパブリックコメントで意見を収集しま
した。

実施計画２０２５（前期実施計画）の策定にあ
たり、総合計画審議会等の委員である有識者や
市民との議論に加え、オープンハウス（展示型
の自由意見提案会）やパブリックコメントで意
見を収集しました。

人口減少や少子高齢化の進行等、社会情勢
の変化を的確に捉え、柔軟に対応していく
必要があります。

総合計画審議会の機会等を
活用して有識者の意見や市
民意識を捉え、社会情勢に
応じた総合計画の在り方に
ついて議論します。

Ｐ４１ 第１９条 財政運営等 ３４ 的確な財政見通しに基づく財政の運営及び公表

総合計画事業の採択や予算編成の基礎となる財政見通しを
的確に策定するとともに、策定した財政見通しを踏まえ、
市民の求める事業に対して適切に財源を配分します。
また、茅ヶ崎市財政状況の公表に関する条例等に基づき、
財政状況のわかりやすい公表に努めます。

財政課
引き続き、わかりやすい公表になるよう
取り組みます。

これまで行ってきた広報紙やホームペー
ジでの財政状況の公表に加え、市民や議
会の関心が高い令和３年度決算における
実質収支の状況について公表を行いまし
た。

令和５年度当初予算編成に当たっては、市民
サービスのさらなる向上のため、茅ヶ崎市実施
計画2025に位置づけた政策的な事務事業をひと
つでも多く予算化していくことを目指し、見積
もることができる歳入についてはしっかりと見
込んでいくとともに、それらの財源をしっかり
と配分しました。

社会情勢の変化が早く、市民ニーズについ
ても刻一刻と変化している現状にあって
は、今後においてもより多くの政策的な事
業を予算化していく必要があります。

財源に限りがある中で、よ
り多くの政策的な事業に対
して財源を配分するため
に、経常的な経費の縮減に
向けた取り組みを引き続き
進めていきます。

Ｐ４２ 第２０条 行政評価 ３５ 外部視点を取り入れた評価方法の検討
茅ヶ崎市総合計画（計画期間：令和３年度から令和１２年
度まで）の評価をモデルとして、行政評価への外部視点の
導入手法を検討します。

総合政策課
（企画経営課）

他市町村の優良事例などを調査・研究
し、効果的な導入手法を検討します。

総合計画における行政評価について、国
が所管する証拠に基づく政策立案
（EBPM）の研究会等から知見を得て、行
政評価の基礎となる内部評価手法につい
て研究を深めました。

総合計画における行政評価について、国が所管
する証拠に基づく政策立案（EBPM）の研究会等
から知見を得て、行政評価の基礎となる内部評
価手法について研究を深めました。

将来の都市像の実現に向け、外部評価を含
めた効果的な行政評価手法の確立が求めら
れています。

他市町村の優良事例などを
調査・研究し、効果的な導
入手法を検討します。

Ｐ４２ 第２０条 行政評価 ３６ 行政評価制度の適正な運用
茅ヶ崎市総合計画に掲げる将来の都市像及び政策目標の実
現に向けて、行政評価制度を適正に運用し、評価の結果を
政策等に反映します。

総合政策課
（企画経営課）

国や県においても、EBPMに積極的に取り
組むことを掲げていることから、引き続
き具体的な知見の調査研究を行います。

証拠に基づく政策立案（EBPM）の知見を
得るため、国が所管するEBPMの研究会や
セミナーに参加し、データ分析手法の調
査研究を深めました。

証拠に基づく政策立案（EBPM）の知見を得るた
め、国が所管するEBPMの研究会に参加し、デー
タ分析手法の調査研究を深めました。

評価の仕組みに、いかに効果的にEBPMの考
え方を取り組んでいくかが課題であると認
識しています。

国や県においても、EBPMに
積極的に取り組むことを掲
げていることから、引き続
き具体的な知見の調査研究
を行います。

Ｐ４３ 第２１条 行政手続 ３７ 行政手続制度の適正な運用
申請に対する処分に係る審査基準、不利益処分に係る処分
基準、行政指導指針等を適切に定めます。

文書法務課

申請に対する処分の審査基準、不利益処分の処
分
基準及び行政指導の指針等の定期的な見直しを
令
和４年９月に実施しました。

適法かつ適当な処分、不利益処分及び行政
指導のためには、審査基準、処分基準及び
行政指導指針が法令の制定及び改廃、法令
の解釈及び運用方針の変更、社会事情の変
化等に対応したものとなっている必要があ
ります。

申請に対する処分に係る審
査基準、不利益処分に係る
処分基準及び行政指導指針
について、随時見直しを行
うとともに、引き続き毎年
１０月１日を基準日として
見直しを行うこととしま
す。

Ｐ４４ 第２２条 苦情等への対応 ３８
陳情・要望・苦情等への対応
(※別シート⑧)

市に寄せられる苦情等の状況を速やかに確認し、必要に応
じて、政策に反映し又は業務を改善するとともに、市に寄
せられた苦情等の内容や苦情等に対する市の対応を取りま
とめて公表します。

市民相談課
職員研修を実施し、制度の周知徹底と意
識の向上を図りました。

新採用職員を対象として研修を実施し、
制度の周知徹底を意識の向上を図りまし
た。

苦情等対応制度ハンドブックについて、苦情の
位置付け、わたしの提案や陳情・要望との違い
等について記載を見直しました。

・苦情等の情報が担当課と市民相談課で個
別管理になっています。
・報告及び取りまとめに係る事務が煩雑に
なっています。

クラウドアプリを活用し、
苦情等の情報一元管理につ
いて検討を進めます。



推進方針
掲載ページ 条文 規定内容 № 取組名 取組の内容 担当課

令和３年度に改善策として
記載された内容

令和３年度課題の改善策の結果 令和４年度に実施した取組 課題 改善策

Ｐ４５ 第２３条 監査 ３９
適切な監査の実施と分かりやすく速やかな結果の
公表
(※別シート⑨)

定期監査、例月出納検査及び決算審査等の定期的に行うこ
とが定められている監査のほか、財政援助団体等監査や行
政監査等必要な監査を適切に実施します。また、適切な監
査を実施するため、研修等を通じ、事務局職員の監査能力
の向上を図ります。
監査の結果を、できる限り平易な文章で記載するなど、市
ホームページ等で分かりやすく速やかに公表するととも
に、毎年度監査結果のまとめとして監査年報を作成し公表
します。

監査事務局

定期監査、例月出納検査及び決算審査等の定期
的に行うことが定められている監査のほか、必
要な監査を監査計画のとおりに実施しました。
また、監査の結果を市ホームページ等で分かり
やすく速やかに公表するとともに、監査結果の
まとめとして９月に監査年報を作成し公表しま
した。

Ｐ４６ 第２４条 職員通報 ４０
職員通報制度の適正な運用
(※別シート⑩)

職員からの通報の受付、調査及び関係機関等への報告等を
適正に行います。

行政総務課
行政総務課及び外部相談窓口に、６件の通報が
あり、内部通報委員会を開催するなど、適宜対
応を行いました。

不当な行為（ハラスメント）に関する通報
については、守秘義務の観点から、調査対
象職員の休職歴などを行政総務課職員がシ
ステムで確認できないため、聞き取り調査
を行うにあたり、事前の情報入手が困難に
なっています。
また、通報の調査結果により、是正措置が
必要となった場合に、「処分」や「人事異
動」などの是正措置を行う権限が行政総務
課にはないため、解決手段を持たずに調査
を行っている状況です。

不当な行為（ハラスメン
ト）に関する通報について
は、事前に職員課に相談済
みの内容も多く、「処分」
や「人事異動」などの是正
措置を行う権限があり、休
職歴などもシステムで確認
できる職員課が所管する
「ハラスメント要綱」で対
応することが、効果的・効
率的であると考え、職員課
と協議を行います。

Ｐ４７ 第２５条 コミュニティ ４１ コミュニティの推進
各種団体等の参画による地域課題等についての協議の場づ
くりやその活動を支援し、地域力の向上を図り、市民主体
のまちづくりを推進します。

市民自治推進課

各種団体等の参画による地域課題等についての
協議の場づくりやその活動を支援し、地域力の
向上を図り、市民主体のまちづくりを推進しま
した。

Ｐ４７ 第２５条 コミュニティ ４２ コミュニティへの支援
コミュニティ活動に必要な設備の整備等に係る費用の一部
を支援します。

市民自治推進課
コミュニティ活動に必要な設備の整備等に係る
費用の一部を支援しました。

Ｐ４７ 第２５条 コミュニティ ４３ 自治会活動の支援 自治会活動が円滑に行われるように補助します。 市民自治推進課
自治会活動が円滑に行われるように補助等によ
り支援しました。

Ｐ４８ 第２６条 協働 ４４
多様な主体との協働事業の推進
(※別シート⑪)

市民活動団体等と行政とがパートナーシップに基づき、互
いの特性及び役割を理解しながら、協働して事業を実施す
るための環境整備を行います。

市民自治推進課・行政改革推進課（行
政改革推進室）

市民活動団体等と行政とがパートナーシップに
基づき、互いの特性及び役割を理解しながら、
協働して事業を実施するための環境整備を行い
ました。（市民自治推進課）

指定管理者制度導入施設について、モニタリン
グを実施し必要な改善を指定管理者に求める等
の方法により、適切に事業が継続できるよう努
めました。また、新規で制度を導入する予定の
施設について、所管課と連携し必要な準備を進
めました。（行政改革推進室）

公の施設について、指定管理者制度の導入
により、住民サービスの向上や経費の縮減
につながるものかどうか引き続き検証が必
要です。（行政改革推進室）

制度の導入有無にかかわら
ず、指定管理者制度を導入
することで住民サービスの
向上や経費の縮減につなが
るものかどうか引き続き検
証を進め、個々の公の施設
の管理運営のあり方を検討
します。（行政改革推進
室）

Ｐ４９ 第２７条 市民活動の推進 ４５
市民活動団体の支援
(※別シート⑫)

市民活動団体の自主的、公益的活動に対する財政的な支援
を行います。

市民自治推進課
市民活動団体の自主的、公益的活動に対する財
政的な支援を行いました。

Ｐ４９ 第２７条 市民活動の推進 ４６ 市民活動サポートセンターの管理運営
市民活動団体の活動の拠点として、また支援のための施設
としての市民活動サポートセンターの管理運営を行いま
す。

市民自治推進課
市民活動団体の活動の拠点として、また支援の
ための施設としての市民活動サポートセンター
の管理運営を行いました。

Ｐ４９ 第２７条 市民活動の推進 ４７ 市民活動推進補助事業の審査及び評価

附属機関である市民活動推進委員会において、市民活動の
推進に関する施策の検討を行うとともに、市長からの諮問
に基づいて、市民活動推進補助事業に係る事業の審査を行
います。

市民自治推進課

附属機関である市民活動推進委員会において、
市民活動の推進に関する施策の検討を行うとと
もに、市長からの諮問に基づいて、市民活動推
進補助事業に係る事業の審査を行いました。

Ｐ４９ 第２７条 市民活動の推進 ４８ 市民活動等災害補償制度の運用
市民が自主的な活動を行っているときに発生した損害賠償
事故及び傷害事故の補償を行います。

市民自治推進課
市民が自主的な活動を行っているときに発生し
た損害賠償事故及び傷害事故の補償を行いまし
た。

Ｐ５０ 第２８条 住民投票 ４９ 住民投票制度の調査・研究
全国の住民投票の実施状況や住民投票条例の制定状況等の
調査・研究を行います。

行政総務課

Ｈ３０年に「住民投票制度に関する市の考え
方」をまとめ、本市の住民投票制度に関する検
討については、一時中断することとしていま
す。
他自治体での住民投票の実施状況や常設型住民
投票条例の制定状況など、昨今の住民投票制度
を取り巻く全国の状況について情報収集を行い
ました。

Ｐ５１ 第２９条 国等との連携・協力 ５０ 国・県の施策・制度予算に関する要望
本市の施策の推進と当面の課題解決を図るため、国・県の
施策や予算等に関する要望活動を行っていきます。

総合政策課
（企画経営課）

引き続き、神奈川県市長会との連携を深
め、本市においてより効果的な要望活動
に努めます。

本市の施策の推進と当面の課題解決に向
けて、優先順位の高い要望を選定し、神
奈川県市長会と連携して要望活動を行い
ました。

令和5年度県の施策・制度・予算に関する要望に
おいて15項目、令和５年度国の施策及び予算に
関する提言において7項目を要望しました。加え
て、各政党の神奈川県議会議員団に対して、本
市特有の要望事項7項目を記載した要望書を提出
しました。

国・県の所管部分における本市の課題を解
決するために、国や県に対して要望を行う
必要があります。

引き続き、神奈川県市長会
との連携を深め、本市にお
いてより効果的な要望活動
に努めます。

Ｐ５１ 第２９条 国等との連携・協力 ５１ 湘南広域都市行政協議会との連携

藤沢市・寒川町及び茅ヶ崎市における共通の課題を解決
し、住民サービスの向上、地域の活性化並びに行政の合理
化、効率化を図るために、共同して調査研究を行い、広域
連携施策を推進します。

総合政策課
（企画経営課）

広域連携については、連携すること自体
を目的とするのではなく、行政運営のひ
とつの手段として捉え、WEB会議システ
ム等を活用しながら、広域連携を検討
し、本市に必要な事業を効果的に展開し
ていきます。

長引く新型コロナウイルスの影響によ
り、一部の事業では中止または実施方法
の変更を余儀なくされましたが、オンラ
イン配信での講演会等を実施し、2市1町
共同で広域連携施策を推進しました。

協議会内に設置された7つの専門部会と1つの分
科会において、長引く新型コロナウイルスの影
響により、一部の事業では中止または実施方法
の変更を余儀なくされましたが、オンライン配
信での講演会等を実施し、2市1町共同で広域連
携施策を推進しました。

近隣市町と共通する地域課題等を効果的、
効率的に解決するためには、近隣市町と連
携して取り組む手法について、近隣市町と
ともに検討、協議する必要があります。

広域連携については、連携
すること自体を目的とする
のではなく、行政運営のひ
とつの手段として捉え、広
域連携を検討し、本市に必
要な事業を効果的に展開し
ていきます。

Ｐ５１ 第２９条 国等との連携・協力 ５２ 県及び湘南地域との連携
県と湘南地域の連携を深め、諸課題の効果的な解決を図る
ため、県知事と湘南地域の市町長の懇談会において意見を
交換します。

総合政策課
（企画経営課）

5市3町のそれぞれの取り組みを協議する
だけでなく、5市3町の自治体が一体と
なって、取り組む事業について協議し、
連携のメリットを活用していきます。

首長懇談会において、5市3町がウィズ/
アフターコロナにおける湘南地域の活性
化について意見交換を行い、各市町の要
望についての共有を図り、連携に向けた
協議を行いました。

対面会議とオンライン会議のハイブリッド方式
を採用した、県知事と湘南地域5市3町の首長に
よる首長懇談会を実施し、ウィズ/アフターコロ
ナにおける湘南地域の活性化についての意見交
換、各市町の要望についての発言を行いまし
た。

湘南地域5市3町は、人口規模や財政状況が
さまざまな自治体で構成されており、抱え
る課題が多岐にわたることが、課題だと認
識しています。

5市3町のそれぞれの取り組
みを協議するだけでなく、
5市3町の自治体が一体と
なって、取り組む事業につ
いて協議し、連携のメリッ
トを活用していきます。



推進方針
掲載ページ 条文 規定内容 № 取組名 取組の内容 担当課

令和３年度に改善策として
記載された内容

令和３年度課題の改善策の結果 令和４年度に実施した取組 課題 改善策

Ｐ５１ 第２９条 国等との連携・協力 ５３ 寒川町との連携

住民サービスの向上や事務の効率化、さらには相互の組織
強化を目指し、住民の通勤や通学、経済活動、住民活動等
が同一の圏域としてまとまり結びつきが強い寒川町と、
茅ヶ崎市・寒川町広域連携施策推進計画書に基づき、各種
の連携事業を実施するとともに、新たな広域連携施策の調
査研究を行います。

総合政策課
（企画経営課）

事業部門ごとに連携の強化を進め、新た
な施策・事業の立案にあたり、寒川町と
の広域連携を選択肢のひとつとして、検
討できるよう体制を整えていきます。

茅ヶ崎市・寒川町広域連携施策推進計画
書第2期の中間総括を行い、計画期間満
了後の方向性を検討しました。寒川町と
協議を行い、令和6年度以降は、本計画
によって連携体制が整った事務事業に主
眼を置いて連携事項の磨き上げや進行状
況の把握を行い、新たな広域連携につい
ては、調査研究を進めるなかで連携事項
が生じた段階で、必要に応じて計画策定
の協議を行うこととなりました。

茅ヶ崎市・寒川町広域連携施策推進計画第2期に
基づき、職員の人事交流や相互の情報発信、消
防広域化に向けた準備、保健医療対策・廃棄物
処理対策等の連絡調整体制の構築、感染防止対
策に取り組みながらの災害時を想定した合同訓
練等を実施しました。また、第2期の中間総括を
行い、計画期間満了後の方向性について検討し
ました。

本計画によって連携体制が整った事務事業
について、効果的に推進していく必要があ
ります。

事業部門ごとに連携の強化
を進めることで、磨き上げ
や進行状況の把握を行い、
事務事業の深化を図りま
す。

Ｐ５１ 第２９条 国等との連携・協力 ５４ 平塚市との連携

相模川と湘南海岸の恵まれた自然環境を共有する平塚市と
茅ヶ崎市の広域連携を推進することにより、両市の活発な
交流と市民サービスの向上を図ることを目的として各連携
事業に取り組みます。

総合政策課
（企画経営課）

事業部門ごとに連携の強化を進め、新た
な施策・事業の立案にあたり、平塚市と
の広域連携を選択肢のひとつとして、検
討できるよう体制を整えていきます。

令和4年度推進事項について取組みを実
施し、平塚市との広域連携を推進しまし
た。

令和4年度は、相模川左岸の堤防整備、図書館の
相互利用、広報紙相互掲載、集合研修とオンラ
イン研修のハイブリッド型の合同職員研修会を
実施しました。合同防災訓練は、新型コロナの
感染拡大防止の観点から訓練規模を縮小しての
開催となったため、平塚市の参加は見送られま
した。なお、産業間の交流と連携推進及び観光
事業の調査・研究における湘南ひらつかテクノ
フェアは実施せず、商談形式のオンライン化移
行等に伴い事業を終了することととなりまし
た。

今後の「平塚市・茅ヶ崎市広域連携推進協
議会」のあり方や連携の考え方について、
整理すべき課題であると認識しています。

事業部門ごとに連携の強化
を進め、新たな施策・事業
の立案にあたり、平塚市と
の広域連携を選択肢のひと
つとして、検討できるよう
体制を整えていきます。

Ｐ５３ 第３０条 条例の検証等 ５５ 自治基本条例の推進
自治を推進するための取組の進行を管理するとともに、第
３０条の規定にのっとり、この条例の検証を行います。

行政総務課

各課かいの取組が比較しやすいよう、
キーワードごとに取りまとめる等、より
見やすい方法での作成に努めた。
毎年度の検証の結果から、課題を抽出
し、次年度へ向け改善策を検討します。

自治基本条例を踏まえた取組について
は、継続的にＰＤＣＡサイクルにより業
務改善を行っていきます。

各課かいにおける取組状況を把握し、条例を踏
まえた業務の振返りや改善に繋げることを目的
として、「推進方針」に掲げた「６つのキー
ワード」等及び「条文に規定された事項を推進
するための取組」の令和４年度の取組状況の確
認の準備を行いました。毎年度の取組は次回の
内部検証の資料とします。

自治基本条例を踏まえた各課の取組につい
て、取組内容が多く、取りまとめの方法が
課題です。

前年度回答を基に、回答を
類型化し、選択式とするこ
とで、公表の際に見やすく
まとめられるよう工夫しま
す。


